



































































































１99５年 ベルリン COP １　第１回締約国会議
１997年 京都 COP ３  京都議定書の採択
１998年 ブエノスアイレス COP ４　京都メカニズム、森林吸収源の採択
２000年 ハーグ COP ６　米国、日本と英国、途上国の意見対立



































































国　　名 数値目標（％） 国　　名 数値目標（％）
ポルトガル（EU） ２7 カナダ －　6
ギリシャ（EU） ２５ 日本 －　6
アイスランド １0 オランダ（EU） －　6
アイルランド １3 イタリア（EU） －　6.５
オーストラリア 8 米国（非批准） －　7
スウェーデン（EU） 4 スイス －　8
ノルウェー １ イギリス －１２.５
フィンランド（EU） 0 オーストリア（EU） －１3
フランス（EU） 0 ドイツ（EU） －２１
ロシア 0 ルクセンブルク（EU） －２8































































































































































































































































































































































































































○ 世 界 銀 行 が
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崎典彦訳『環境保護と排出権取引　Ⅳ　排出権
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